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阿部 博之 総合科学技術会議議員

薬師寺 泰蔵 総合科学技術会議議員

岸本 忠三 総合科学技術会議議員

柘植 綾夫 総合科学技術会議議員

黒田 玲子 総合科学技術会議議員

（注）○は座長

総合科学技術会議 重点分野推進戦略専門調査会 「安全に資する科学技術推進プロジェクトチーム」について

近年、大規模災害、各種テロ、凶悪犯罪、新興再興感染症等、

国民を脅かす様々な事態が多数発生しており、我が国の危機管理

体制を強化し、安全な社会を構築することが喫緊の国家的課題と

なっている。このため、国民が安心して生活を送ることができる安全

な社会を構築するための科学技術について調査・検討を行うことを

目的として、「重点分野推進戦略専門調査会」の下に平成１６年１０

月に「安全に資する科学技術推進プロジェクトチーム」を設置した。

（論点２－１）第３期における「安全と安心」への対応について

～ 安全に資する科学技術の在り方（中間報告）～

論点資料２－１

◆ 「安全と安心」の問題については、総合科学技術会議の「安全に資する科学技術推進」プロジェクトチームが検討を行い、
４月１３日に中間報告をとりまとめたところ。

◆ 同報告では安全に資する科学技術の意義を明らかにした上で、国の安全確保、社会・経済の安全確保、個人生活の安
全確保に資する科学技術、またこれらに共通の対処技術を列挙している。また、今後の方針として①国の持続的な発展
基盤として推進、②人材育成の強化、③シーズとニーズの対応を図り、府省庁連携・産学官連携による国としての危機管
理機能を強化する制度設計、④国民理解の増進を提言している。

◆ これらの内容は、基本計画の３理念のうちの一つである「国民生活の安心と安全」の理念に即して具体的な政策目標を
設定し、社会への成果還元を強めようとする現在の基本政策専門調査会の検討方向と整合的であり、第３期基本計画の
内容に反映させていくことが適切と考えられるのではないか。

○

元陸上自衛隊化学学校長山里 洋介

同志社大学大学院ﾋﾞｼﾞﾈｽ研究科教授村山 裕三

上智大学外国語学部教授樋渡 由美

京都大学原子炉実験所教授中込 良廣

東京大学東洋文化研究所長田中 明彦

帝京大学法学部教授志方 俊之

東京大学大学院総合文化研究科教授古城 佳子

国立感染症研究所所長倉田 毅

京都大学防災研究所 所長河田 惠昭

警察庁科学警察研究所 副所長小野 正博

内閣官房情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策推進室
緊急対応支援ﾁｰﾑ 総括・指導担当

大野 浩之

所属氏 名

（敬称略、五十音順）招聘専門家
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【検討の背景】

【安全に資する科学技術の意義】

国民の要望

７割近い国民が、「安全の確保のために高い科学技術
水準が必要である」という意見に肯定的

出典：内閣府「科学技術と社会に関する世論調査」
（平成１６年２月）

効率的かつ効果的な
産学官の連携構築

我が国は
高度な産業技術を有する通商国家

国際社会の安全という観点から
科学技術を積極的に活用すべき

我が国全体の
安全に資する科学技術の水準を向上

人文社会科学分野の視点
についても配慮した

包括的な危機管理体制の構築

我が国を取り巻く情勢の変化

○ ９．１１テロ
○ 大規模自然災害 ○ サイバー犯罪
○ 国際的な組織・凶悪犯罪 など

２
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ＮＢＣ兵器の世界的拡散

サイバーテロ

サイバー犯罪

ＮＢＣテロ

新興・再興感染症

災害等に対する過密都市圏の脆弱性

新しいタイプの凶悪犯罪
（通り魔的無差別犯罪等）

外国人犯罪者等による
組織的凶悪犯罪

医療事故

交通事故

災害等によるライフラインの寸断

大気汚染・水質汚濁

食の安全

原子力事故

プラント事故

遺伝子組み換え食品等

化学物質汚染

大規模災害による被害
（地震、津波、火山、台風等）

公共交通機関の事故

エネルギー供給の不確実性

重要施設破壊テロ
航空機等による自爆テロ

威嚇

不審船舶事案

国民の安全を脅かす脅威の例

国民生活の安全を確保

総合的な安全保障に貢献

我が国の
国際的地位向上に貢献

○ 新興再興感染症

科学技術の有効活用に対する
国民の強い期待



【安全に資する科学技術の目標】

（１） 国の安全確保

○ ＮＢＣ兵器を使用したテロリズムや我が国周辺の不法行為などへの対処技術の向上

○ デュアルユース技術の向上

上記３つ全てに共通する対処技術や、システム化・統合化技術についても推進

（２） 社会・経済の安全確保

○ 高度情報通信ネットワーク社会におけるサイバー攻撃などへの対処技術の向上

○ 大規模自然災害や局地激甚災害などへの対処技術の向上

○ 脆弱な都市空間などにおける自然災害、重大人為災害などへの対処技術の向上

（３） 個人生活の安全確保

○ 新興・再興感染症等の突発的な発生などへの対処技術の向上

○ 多発する犯罪を抑止し、近年の組織を背景とする犯罪の深刻化や新しいタイプの犯罪
などへの対処技術の向上

３



【安全に資する科学技術の方針】

国際標準化を念頭に、国際競争力を確立

長期にわたり我が国が自立的に維持すべき、安全に資する科学技術 複数の代替技術を発掘

米国等との研究開発協力、アジア諸国との協調・連携

国際的に比較優位な、安全に資する科学技術

深刻な人材の不足 短期、中・長期的な視点から、人材確保のための方策を構築すべき

ニーズの認知から
シーズの発掘までの
連続的な流れを強化

安全に資する科学技術を
活用することの必要性の理解

政府一体として、国民理解を得るための方策について検討すべき

我が国の保有する技術の適切な管理

（１） 国の持続的発展基盤として推進

（２） 人材育成の強化

（３） 制度設計の構築

（４） 国民理解の増進

４

府省庁連携や産学官連携の構築

○ 政府における府省庁連携の強固

○ 「科学技術振興調整費」や「科学技術連携施策群」のより積極的な活用

○ 早急に強化すべき組織・体制の在り方の明確化

国として統合された我が国の危機管理機能の強化を図るべき


